
第 46号議案

長岡京市印鑑条例等の一部改正について

長岡京市印鑑条例 (昭和 53年長岡京市条例第 7号 )、 長岡京市手数料条例

(平成 12年長岡京市条例第 3号)及び長岡京市戸籍に関する手数料条例 (平

成 12年長岡京市条例第 4号)の一部を別紙のとお り改正するものとする。

令和 5年 6月 9日 提出

長岡京市長 中小路 健 吾

(提案理由)

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律 (令和 3年

法律第 37号)に よる電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律 (平成 14年法律第 153号 )の一部改正に伴い、多機

能端末機による印鑑登録証明書等の交付に際 し、移動端末設備による交付を

可能 とするため、条例の一部を改正する必要があるので提案する。



長岡京市印鑑条例等の一部を改正する条例

(長岡京市印鑑条例の一部改正)

第 1条 長岡京市印鑑条例 (昭和 53年長岡京市条例第 7号)の一部を次のように改正す

る。

(長岡京市手数料条例の一部改正)

第 2条 長岡京市手数料条例 (平成 12年長岡京市条例第 3号)の一部を次のように改正

する。

改正後 改正前

(印鑑登録証明の申請 )

第 14条  【略】

2 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者

は、行政手続における特定の個人を識別

す るための番号の利用等に関す る法律

(平成 25年法律第 27号)第 2条第 7項

に規定する個人番号カー ドに電子署名等

に係 る地方公共団体情報システム機構の

認証業務 に関す る法律 (平成 14年法律

第 153号 )第 22条第 7項の規定によ
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れたも.の に限るL)を利用して、多機能

端末機 (本市の電子計算機と電子通信回

線で接続された端末機で、証明書等を発

行する機能を有するものをいう。以下同

じ。)を通じて、印鑑登録の証明を申請す

ることができる。

(印鑑登録証明の申請)

第 14条  【略】

2 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者

は、行政手続における特定の個人を識別

す るための番号の利用等に関す る法律

(平成 25年法律第 27号)第 2条第 7項

に規定する個人番号カー ドに電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律 (平成 14年法律

第 153号 )第 22条第 7項の規定によ

る利用者延盟用重子韮五蓋の記録がある

当該個人番号カー ドを利用 して、多機能

端末機 (本市の電子計算機 と電子通信回

線で接続 された端末機で、証明書等を発

行する機能を有するものをい う。以下同

じ。)を通 じて、印鑑登録の証明を申請す

ることができる。

改正後 改正前

附 則

1～ 3 【略】

(多機能端末機による各証明書等の交付

に係る手数料の金額の特例)

附 則

1′‐13  【l略】

(多機能端末機による各証明書等の交付

に係る手数料の金額の特例)



改正後 改正前

4 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律 (平

成 25年法律第 27号)第 2条第 7項に

規定する個人番号カー ドに電子署名等に

係 る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律 (平成 14年法律第

153号)第 22条第7項の規定による
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た 1、 のに限るハ ) を利用して、多機能端

末機 (本市の電子計算機 と電子通信回線

で接続 された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをいう。)により

交付 される次の各号に掲げる種類の証明

書等の交付に係る手数料の金額は、第 2

条各号の規定にかかわらず、令和 4年 1

2月 1日 から令和 6年 3月 31日 までの

間は、それぞれ当該各号に定める額 とす

る。

(1)～(5)【略】

4 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律 (平

成 25年法律第 27号)第 2条第 7項に

規定する個人番号カー ドに電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律 (平成 14年法律第

153号)第 22条第 7項の規定による

利用童工明用電子証明.豊の記録がある当

該個人番号カー ドを利用して、多機能端

末機 (本市の電子計算機 と電子通信回線

で接続された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをいう。)に より

交付される次の各号に掲げる種類の証明

書等の交付に係る手数料の金額は、第 2

条各号の規定にかかわらず、令和 4年 1

2月 1日 から令和 6年 3月 31日 までの

間は、それぞれ当該各号に定める額とす

る。

(1)～(5)【略】

(長 岡京市戸籍に関する手数料条例の一部改正)

第 3条 長岡京市戸籍に関する手数料条例 (平成 12年長岡京市条例第 4号)の一部を次

のように改正する。

改正後 改正前

附 則

1・ 2 【略】

(第 2条第 1号に規定する証明書の交付

に係る手数料の金額の特例)

3 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律 (平

成 25年法律第 27号)第 2条第 7項に

附 則

102 【略】

(第 2条第 1号に規定する証明書の交付

に係る手数料の金額の特例)

3 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律 (平

成 25年法律第 27号)第 2条第 7項に



改正後 改正前

規定する個人番号カー ドに電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律 (平成 14年法律第

153号)第 22条第 7項の規定による
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末機 (本市の電子計算機 と電子通信回線

で接続 された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをい う。)に より

交付 される第 2条第 1号に規定する証明

書の交付に係 る手数料の金額は、同号の

規定にかかわらず、令和 4年 12月 1日

から令和 6年 3月 31日 までの間は、 1
通につき 350円 とする。

規定する個人番号カー ドに電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律 (平成 14年法律第

153号 )第 22条第 7項の規定による

利用者証明星電子証明書の記録がある当

該個人番号カー ドを利用 して、多機能端

末機 (本市の電子計算機 と電子通信回線

で接続 された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをい う。)により

交付 される第 2条第 1号に規定する証明

書の交付に係る手数料の金額は、同号の

規定にかかわらず、令和 4年 12月 1日

から令和 6年 3月 31日 までの間は、 1

通につき350円 とする。

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。


